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＜要   約＞ 
 阪神・淡路大震災以来の大規模災害において展開されてきた「災害デジタル・ネットワー
キング」（情報通信技術を活用した被災者支援・被災地復興支援活動）が，安全・安心な社
会の構築へと発展して行くためには，どのような課題があるのかについて，筆者がこれまで
行ってきた実態調査に基づいて考察する。 
 そこで，まず，阪神・淡路大震災以来の国内で発生した大規模災害での「災害デジタル・
ネットワーキング」の事例として， 1 . 三宅島火山災害における情報支援活動と， 2 . 兵庫県
佐用町水害における情報支援活動をとりあげ，それぞれの実態と課題について検証する。 
 次に， 3 . 三宅島火山災害における復興を契機として始まった「地域再生デジタル・ネット
ワーキング」の展開と現状をとらえ， 4 . それが，安全・安心な社会の構築に至るためには，
どのような課題があるのかを明らかにする。 
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１．三宅島火山災害における情報支援活動
の展開 
 三宅島火山災害では，三宅村商工会の職員が，
火山活動が始まった2000年 6 月26日の一週間後の 
 7 月 3 日から全島避難指示による島外避難最終期
限日の 9 月 4 日までほぼ毎日，「今日の三宅島」
というタイトルで，現地の状況を，「有珠山ネッ
ト」（同年 3 月末に発生した有珠山火山災害を契
機に結成された情報支援グループ）が開設・運営
していた「三宅島災害対策メーリングリスト」に
メールで報告し，それを有珠山ネットのメンバー
が，三宅島関連のWebページに掲載していた（図    
 1 ）。 
 そして，同年 8 月24日から，三宅島在住の 6 人
が，情報支援グループ「島魂 三宅島ネット」を
結成し，現地の状況や被災者としての意見や主張
を画像を併用してWebページに発信し，また，島
内外の人たちの情報交換のために「島魂」掲示板
をWebページに開設・運営していた（1）（図 2 ）。 
 ところで，三宅島災害対策メーリングリスト
（図 3 ）と「島魂」掲示板では，三宅島の住民，
支援者，大学の研究者や専門家，自営業者や企業
関係者，行政関係者や各種団体関係者の間で三宅
島住民の支援をめぐって情報交換や意見交換・議
論が活発に行われた。 
 しかし，このメーリングリストと掲示板を通じ
てのやりとりは，不特定多数の様々な立場の人た
ちの間で行われていたため，しばしば，行政や専
門家やマスコミの対応についてなどがテーマにな
ると，面識のない立場の異なる人たちの間で見解
が対立し激しい論争や行政・専門家・マスコミ批
判などが起こり，その矢面に立たされる人たちに
とっては，堪え難い状況，すなわち「顔の見えな
い相互不信」が生じてしまった。 
 また，このような状況は，論争や批判に関わっ
ていない大多数のメーリングリストと掲示板の参
加者にとっても，堪え難いものであった。 
 その結果，特に行政関係者は，このように激し
い論調で論争や批判をする人たちに対して警戒心
と不信感をいだいてしまい，三宅島住民の支援の
ための諸施策の実施に際して，このメーリングリ
ストで発言する支援者との連携に消極的にならざ
るをえなくなった（2）。 
 他方で，東京都は，「東京都災害対策本部ホー
ムページ」に，（2000年 6 月26日の三宅島の火山活 
 
 
 
図１ 三宅島関連 Webページに掲載された「今日の三宅島」 
(http://www.miyakejima.net/index2.html) 
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動への対応のために設置され，火山活動が一旦終
息したのに伴って災害対策本部が廃止された）
2000年 6 月27日から29日まで「三宅島災害情報」
の第 1 報から第38報を，また，（全島避難に備え
て再度，災害対策本部が設置された）同年 8 月29
日から（避難指示解除による島民帰島に伴って災
害対策本部が廃止された）2005年 3 月31日まで
「三宅島災害情報」の第 0 報から第474報を掲載し，
東京都や三宅村，政府機関などからの各種の情報
を随時発信していた（3）。 
 また，三宅村と東京都三宅支庁は，「三宅村＆
東京都三宅支庁共同ホームページ」で，三宅島の
火山活動が始まった2000年 6 月26日から東京都や
三宅村の災害対応記録や「広報みやけ」（2000年
 
 
図３ 三宅島災害対策メーリングリストの窓口となる Webページ 
(http://www.miyakejima.net/php/) 
 
 
 
図２ 全島避難直前までの「島魂」ホームページ 
(http://www.miyakejima.net/index2000827.html) 
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11月号から掲載），広報資料，三宅島内の写真な
どを掲載していた。 
 また，気象庁や内閣府などの政府機関も，様々
な膨大な数の情報をWebページに随時掲載してい
た（4）。 
 しかし，このように行政からインターネットを
通じて発信されている多種多様な膨大な情報は，
2000年 9 月 1 日に三宅村から発令された避難指示
によって島外に全員が避難しなければならなかっ
た三宅島住民の大多数には届いていないと推測さ
れ，そのような情報過疎状態を解消するべく，多
摩ニュータウン地区に避難してきた三宅島住民の
支援のために結成された「三宅島と多摩をむすぶ
会」（図 4 ）（2000年 9 月 6 日結成・2005年 1 月16
日解散）の支援活動として情報紙「アカコッコ―
三宅・多摩だより―」（図 5 ）が2000年 9 月22日
に創刊され，2005年 2 月 1 日の避難指示解除によ
る三宅島住民の帰島直前の同年 1 月16日まで第 1
号から第66号が発行された（5）（写真 1 ）。 
 他方で，「三宅島災害・東京ボランティア支援
センター」（図 6 ）は，「みやけの風」（図 7 ）を
2000年10月16日から毎週発行し，主に東京都内に
避難する三宅島住民を対象にして，生活に役立つ
情報や生活再建に向けての情報などを届けるため
に，毎週土曜日に世話人役の三宅島住民にFAXで
配信，各世帯に回覧または掲示板に掲示された。 
 「みやけの風」は，第 1 号から第256号（2006年 
 1 月21日）まで，三宅島災害・東京ボランティア
支援センターのWebページに掲載されている（6）。 
 また，三宅島の村議会議員の佐久間達巳さん
（図 8 ）と元村議会議員の寺本恒夫さん（図 9 ）
が，Webページで独自に情報発信を行っており，
そこに掲載された記事の中で三宅島住民に伝える
べき情報があると，本人から了解を得た上で「ア
カコッコ」に転載された。 
 そして，避難指示が解除された2005年 2 月 1 日
以降では，様々な事情で三宅島に帰島できない住
民への支援を中心に行う支援団体「三宅島ふるさ
と再生ネットワーク」（図10）が，2005年10月20
に結成され，情報紙「三宅島新報」（図11）と
Webページによる情報発信を通じて，行政と住民
間の情報共有・交換と対話の場づくりに取り組み
ながら，また，都内で生活する三宅島住民の訪問
活動を通じて，支援活動を行っている（7）。 
 以上のように，三宅島火山災害では，三宅島住
民の支援のために，住民，行政，支援者の間でイ
ンターネットを通じて，災害デジタル・ネット
ワーキングが展開されてきた。 
 
 
図４ 三宅島と多摩をむすぶ会のホームページ 
(http://thoshikawa.com/musubukai/) 
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写真１ 「アカコッコ―三宅・多摩だより―」の折り込み・仕分け・発送作業の様子 
 
 
図５ 「三宅島と多摩をむすぶ会」発行の「アカコッコ―三宅・多摩だより―」最終号 
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図６ 三宅島災害・東京ボランティア支援センターのホームページ 
(http://www.tvac.or.jp/miyake/) 
 
図７ 「みやけの風」の紙面 
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図８ 佐久間達巳さんのホームページ 
(http://www.sakumanow.com/) 
 
図９ 寺本恒夫さんのホームページ 
(http://www.cpi-media.co.jp/teramoto/) 
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２．兵庫県佐用町水害における情報支援活
動の展開 
（１）「平成21年台風第９号」による兵庫県佐用
町の豪雨水害での地域ＳＮＳを通じた情報
発信と支援活動の展開 
 2009年 8 月 9 日に発生した「平成21年台風第 9 
号」による兵庫県佐用町の豪雨水害において，日
頃から地域SNS「さよっち」（図12）を活用して
佐用町の地域づくりに取り組んできた町内外の有
志たちと一緒に，日頃から地域SNS「さよっち」
とその連携地域SNSである「ひょこむ」（図13）
及び「E－宍粟」（図14）等を活用して佐用町の
地域づくりに取り組んできた町内外の有志たちが，
被災地・被災者支援活動を展開した。 
 地域SNS「ひょこむ」の運営代表者の和崎宏氏
によれば，この水害での地域SNSを活用した支援
活動の展開は，以下の通りである。 
 
図10 「三宅島ふるさと再生ネットワーク」のホームページ 
(http://thoshikawa.com/miyake.furusato.net/top.htm) 
 
図11 「三宅島新報」第30号(2010年11月1日発行) 
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図12 「さよっち」の「【公認】さよ姫ひろば」のWebページ 
(http://sayo-chi.jp/community/?bbs_id=9) 
 
図13 「ひょこむ」の「【緊急防災】災害関連情報コミュニティ」 
(http://hyocom.jp/community/?bbs_id=506) 
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 この水害では，佐用町役場が浸水して，防災無
線や町のホームページが使用不能となり，全町に
敷設した光ファイバーによるケーブルテレビ網も
断線し，また，町内のほぼ全域が停電してテレビ
やラジオも役に立たず，佐用町は，陸の孤島と化
した。 
 しかし，被災地から40km離れた姫路市内でホ
スティング（利用者の居住地から離れた場所で，
サーバーのハードディスクの記憶スペースや情報
処理機能などを運営管理するサービス）されてい
る佐用地域SNS「さよっち」のサーバーは，水害
の影響を受けることなく通常通り稼働していたの
で，佐用町内の利用者も，被災当日から未明まで，
被災状況や安否確認などの情報を「さよっち」の
ブログに書き込んでいた（8）。 
 災害発生から 3 週間の間に，「さよっち」では
ブログを通じて，写真73点，地図情報15件，動画
13点が公開された。ブログでは，佐用町の女性職
員が，派遣された被災地から災害ボランティアの
重要な参考情報となる現状報告をほぼ毎日行い，
刻々と変化する現場のニーズを外部に伝えること
で支援活動を間接的に支えるなどの効果的な役割
を担った。 
 他方で，同じ豪雨で被災した佐用町の隣の宍粟
市では，交通途絶した宍粟市福知地区の状況を把
握しようと，兵庫県庁から被災翌朝に防災ヘリが
飛ばされたが，悪天候による視界不良のため状況
不明のまま引き返すということがあった。その日
の午後，第一報が福知地区の消防団員から地域
SNS「E－宍粟」によって発信され，初めて安否
確認ができたという事例も報告されている。 
 また，「さよっち」では，マスコミから報道さ
れなかった各被災地の被害状況を，地域住民が携
帯端末で撮影した動画を使って即時に報告してい
たり，住民ディレクターとして活躍している住民
が中心となって，各地の被害・復旧状況について
番組を制作し，インターネットTVやケーブルTV
から続々と放映するなど，これまでの災害現場か
ら整理されて発信されることのなかった情報が，
ほぼリアルタイムで発信された。 
 ちなみに，災害発生 5 日後の「さよっち」への
アクセスは，訪問数とページビュー（サイトを訪
問した利用者が，どれだけの情報とページを閲覧
したかを集計した指標）ともに，災害発生前の 2 
倍から 3 倍に達しており，特に，災害発生直後に
は，情報伝達・入手手段として活発に利用されて
いたことがわかる。また，月別の推移をみても，
被災  3 ヵ月間のアクセスログが，災害発生前の
 
 
図14 「Ｅ-宍粟」の「宍粟市豪雨災害情報コミュニティ」 
(http://shiso-sns.jp/community/?bbs_id=89) 
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実績を上回っており，「さよっち」が災害関連情
報の伝達・入手手段として継続的に利用されてい
たことが窺える（9）。 
 ところで，地域SNS「ひょこむ」を中心とした
支援活動として「古タオルプロジェクト」が展開
された。 
 このプロジェクトは，水害発生翌日の午後に，
「ひょこむ」のメンバーが，断水で困窮する「さ
よっち」のメンバーに届けるために，飲料水を満
載した車両で佐用町中心部に入ったことをきっか
けにして始まった。 
 彼は，アスファルトの道路があちこちで破断し，
道路沿いの民家が軒並み崩壊しているという，未
曾有の大惨事に見舞われた佐用町の情景を見て，
「（救援・復興のために）何かを始めなければ」と
いう思いに駆り立てられた。 
 そして，彼が中心となって，「 1 万枚」という
目標を立てて，2009年 8 月12日から15日までの 4
日間，姫路市内の「ひょこむ」事務局を受取先に
指定して，「古タオルプロジェクト」が立ち上
がった（10）（図15）。 
 まず，その前日の11日午前に，「ひょこむ」の
全メンバーと「ひょこむ」と連携する地域SNSサ
イトの運営主催者宛に，協力依頼のメッセージが
送付された。 
 善意善行のメッセージは，インターネット上で
チェーンメール化しやすいため，制御不能なメー
ルリレーに陥らないように，募集期間を短く設定
し，協力依頼のメールには活動の内容の伝達に関
する依頼は書き込まれなかった。 
 しかし，上記のメッセージを全文引用する形で，
所属するメーリングリストで依頼したり，個人の
ブログで支援を呼び掛けたりする人が続出した。
そして，佐用町へ古タオルを送ろうという活動は，
影響力の強い人の呼び掛けに呼応した善意の人の
鎖を経由して拡大して行った。 
 例えば，北海道赤平市では，「ひょこむ」ユー
ザーの兵庫県内の自治体職員からの呼び掛けに呼
応して，ひとりの市職員が古タオル集めを始めた。
それが偶然，市長の耳に入り，説明したところ，
市長自らが旗振り役となって活動が市内のあちこ
ちに拡大した。そして，赤平市は約1000枚のタオ
ルを佐用町に送った。 
 他方で，伊丹市内では，夏休み中にも関わらず，
高校生たちがタオル集めに奔走した。それぞれ教
師や生徒の家庭から学校に持ち込まれたタオルは
約7000本，お盆休みのラッシュに巻き込まれなが
らも，伊丹―姫路間を二往復して，若者たちの善
 
 
図15 「ひょこむ」の「【緊急防災】災害関連情報コミュニティの「平成21年兵庫県西播磨豪雨災害 
復興支援事業～古タオルを送ろうプロジェクト」のWebページ 
(http://hyocom.jp/bbs/bbs_list.php?root_key=102810&bbs_id=506) 
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意は無事，事務局に届けられた。 
 松江SNSで集められた古タオルは，メンバーの
手で直接佐用町の被災地に運び込まれた。尾道
SNSでは，お寺に集められたタオルを，メンバー
の主婦が一人で高速道で自動車を運転して事務局
に持ち込んだ。 
 個人はもちろんのこと，全国各地の地域SNSや
社会福祉協議会，役所，企業，ボランティアグ
ループなどからも，それぞれに取りまとめられた
タオルが宅配便で到着した。 
  1 万本を目標としてスタートしたプロジェクト
であったが，期間中に計26,495本ものタオルが事
務局に届けられることになった（11）。 
 「ひょこむ」の事務局に届いたタオルは，ボラ
ンティアの手で開封されたあと，新品タオル
（大・小）と古タオル（大・小），およびその他の
タオルに分類され，再度段ボール箱に入れられた
（写真 2 ）。 
 これは，被災地での仕分けの手間を省くための
作業である。支援物資集積センターで担当者が分
かりやすいように，内容のラベルを箱に貼り付け
てから，現地入りする作業ボランティアの人たち
の手も借りながら，順次，被災地に搬入した。現
地搬入に際しては，役場の担当者と緊密に連絡を
とり合って，必要とされる数だけを指定された集
積施設に運び込むように心がけた。 
 結局，ひょこむの事務局には，約 1 万 3 千本の
古タオルが仕分けされた状態で残った。これらの
古タオルは，次に災害が発生した被災地の支援の
ために活用するべく保管されている（12）。 
 その一方で，地域SNS「さよっち」では，水害
直後に被害状況を知った「ひょこむ」に参加して
いる愛知県の災害ボランティアのメンバーが，災
害発生 4 日後の 8 月13日に災害ボランティアバス
で現地入りし，復興センターの運営などについて
支援活動を行ったり，阪神間の大学生たちが地域
SNSを通じてつながりのあった集落に常駐して被
災家屋の復旧作業を行ったり，Webサイトでボラ
ンティアを募り，グループで何日も被災地復興に
加わったり，各地のメンバーが多数，復興支援バ
ザーや復興イベントのサポートを行うなど，様々
な場面で地域SNSのネットワークが活躍した。 
 
（２）地方自治体における罹災証明発行支援での
地図情報システム活用における課題 
 筆者ら「特定非営利活動法人（NPO法人） 基
 
 
写真２ 地域ＳＮＳ「ひょこむ」事務局でのタオルの開封・仕分け・梱包作業の様子 
（2009年 8 月22日 筆者撮影） 
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盤地図情報活用研究会」のメンバーは，この水害
において，水害発生後12日が経過した同年 8 月21
日に佐用町役場を訪れ，Web-GIS「GEO-Quick」
（図16）を活用した支援を申し入れたところ，罹
災証明の発行業務でそれを活用したいという依頼
を受け，GEO-Quickを罹災証明発行用に再構築し
ようと試みたが，その作業を行うための人手と時
間を確保することができなかった。 
 そこで，基盤地図情報活用研究会のメンバーが，
研究開発プロジェクトに関わっていた「独立行政
法人 防災科学技術研究所 災害リスク情報プ
ラットフォームプロジェクト」と連携して，「 e コ
ミュニティ・プラットホーム」（図17）をベース
とした「罹災証明発行支援GISシステム」（図
18）を開発・構築した。 
 そして，このシステムは，2009年11月下旬より
佐用町役場の庁内LANにサーバーを組み込む形
で実運用されることになった。 
 このように水害等により被災した地方自治体で
は，発災直後から被害情報等の各種情報の収集・
集約・発信を行うだけでなく，被災住民への罹災
証明発行・義捐金配分・固定資産税減免等の災害
対応業務を効率よく行うための災害情報システム
へのニーズが高いことが，今回の佐用町に対する
支援活動を通じて改めて痛感された。 
 しかし，そのような支援を行う際に支障となっ
たのは，適切な縮尺の地図情報の確保が困難で
あったことである。 
 つまり，被災した家屋を地図上に表示・入力・
閲覧するのに適した縮尺としては，例えば，国土
地理院が提供している2500分の 1 の基盤地図情報
があるが，佐用町については，この縮尺の基盤地
図情報が整備されておらず，2 万5000分の 1 基盤
地図情報を使用せざるを得なかったことである。 
 今後，全国を網羅する形で，災害対応に適した
縮尺（2500分の 1 または，5000分の 1 ）の基盤地
図情報の整備が，地方自治体と国土地理院とが連
携しながら進められていくことが求められる。 
 また，筆者は，「平成22年台風 9 号」によって
2010年 9 月 8 日に被害を受けた静岡県小山町での 
 
 
図16 「ＧＥＯ-Ｑｕｉｃｋ」の画面 
(http://geo-quick.jp/shizuoka/control.php) 
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被災家屋被害調査の仲介支援と「  e コミュニ
ティ・プラットホーム」を活用した現地の被害状
況の情報収集・発信を行った（図19）。 
 その際に，筆者は，佐用町の役場で e コミュニ
ティ・プラットホームを活用した「罹災証明発行
支援システム」の開発・構築に携わった経緯から，
佐用町から小山町への被災家屋被害調査に関する
支援の仲介をするという形で小山町役場の支援を
行うことになった。 
 しかし，残念ながら，佐用町が小山町から遠方
にあるという理由で，小山町からの佐用町に対す
る職員派遣要請が見送られ，電話や郵便，電子
メールを通じた支援にとどまった。 
 そこで，災害時の地方自治体間の支援を確実か 
 
図17 「ｅコミュニティ・プラットホーム」のポータルサイト 
(http://ecom-plat.jp/index.php) 
 
図18 「ｅコミュニティ・プラットホーム」を応用した「罹災証明発行支援ＧＩＳシステム」 
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つ効果的に行うためには，筆者のような個人がボ
ランティア的に仲介するのではなく，政府が，災
害対応経験のある地方自治体の職員の派遣費用を
含めた予算措置を講じた上で，被災した地方自治
体に対する支援制度として仲介を行うべきであろ
う。 
 
（３）災害に強い地域づくりに向けての課題 
 阪神・淡路大震災以来，今日まで，筆者は，大
規模災害の被災地内外で，情報支援活動や被災地
復興活動に携わってきたが，そうした活動を通し
て見えてきたのは，「災害は，地域社会が災害発
生前から抱えていた歪みや亀裂を拡大・増幅す
る」ということである。 
 したがって，災害発生前から人びとや組織・団
体の間の構造的な歪みや亀裂が大きかった地域社
会は，被災すると復興が極めて困難となるが，そ
のような歪みや亀裂が小さかった地域社会は，被
災しても復興が容易であるという仮説を立てるこ
とができるであろう。 
 また，「社会関係資本（social capital）」論の観
点からは，「社会関係資本」（人びとや組織・団体
間の信頼関係やそれを通じて得られる資源（ヒ
ト・モノ・カネ・情報・便宜・場所等））が豊か
で均等に配分されている地域社会では，構造的な
歪みや亀裂が生じにくく，災害発生時には，地域
社会の共助による災害対応・復旧・復興が迅速か
つ効果的に行われ，地域社会の修復は容易である
が，その一方で，社会関係資本が乏しく一部の人
びとや組織・団体だけが有利になるように不均等
に配分されている地域社会では，人びとや組織・
団体の間の構造的な歪みや亀裂が生じ，災害発生
時には，地域社会の共助による災害対応・復旧・
復興が困難となり，さらに，地域社会の構造的な
歪みや亀裂が拡大・増幅し，修復が極めて困難に
なるのではないか，という仮説を立てることが可
能であろう。 
 そこで，「災害に強い地域づくり」とは，平常
時から地域の人びとの生命・財産が脅かされるこ
となく，安定した生計を営むことができる地域社
会，すなわち，「安全・安心社会」をつくるとい
うことである。 
 それは，いかに可能であるのかについて，次節
で考察してみたい。 
 
 
 
 
 
図19 「ｅコミュニティ・プラットホーム」を応用した「成22年台風９号被害調査」Ｗｅｂページ 
(http://jpgis.jp/index.php?gid=10015) 
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３．「地域再生デジタル・ネットワーキン
グ」の展開 
（１）三宅島復興と地域再生デジタル・ネット
ワーキング 
 三宅島火山災害（2000年 6 月発生～現在継続
中）においては，三宅島内外の有志が内閣府や国
土交通省，経済産業省の地域再生モデル事業の公
募委託助成を受けて展開している復興支援活動に
おいて，インターネットやGISなどの情報通信技
術が活用されている。 
 このようなインターネットや情報通信技術を活
用した三宅島火山災害における被災地復興支援活
動を対象にして，筆者は，これらの活動への参加
という形での参与観察と現地調査を行い，デジタ
ル・ネットワーキング論（インターネット等のデ
ジタル・メディアや情報通信技術を活用した市民
活動に着目した研究方法論）の観点から，その実
態と課題を明らかにしてきた（13）。 
 筆者がプロジェクトメンバーとして参加した，
首相官邸「都市再生本部」の平成18年度『都市再
生モデル調査事業』「三宅島の火山等の現状を活
かした地震・火山，危機管理，防災まちづくり等
の学習拠点としての観光立島」は，NPO法人「海
洋研修センター」が構想・企画し，三宅村の推薦
の下に，首相官邸「都市再生本部」に申請して採
択され，三宅島の観光協会・商工会・漁協・農協
等と連携して実施された。 
 このモデル調査事業の目的は，三宅島での過去 
 4 回にわたる噴火経験の語り手を見つけることな
どにより，三宅島を企業や自治体等の危機管理者
の研修の場にして，島外から研修者が年間を通じ
て来島するようにし，観光業を中心とした島内の
経済活性化を図ろうというものである（14）。 
 そして，2006年に実施したモデル調査事業の中
心メンバーが，東京都と三宅村の承諾を得た上で，
三宅島内の経済団体や島内外の有志と「三宅島人
材受け入れ連携協議会」（略称：「三宅島人連
協」）を立ち上げ，2007年度に国土交通省「地域
における人材の受け入れ体制の整備支援モデル事
業」に申請・採択され，実施した。 
 三宅島人連協の「地域における人材の受け入れ
体制の整備支援モデル調査事業（東京都三宅村）
仕様書」によれば，このモデル事業の内容は，    
 1 ）住居等人材受け入れ環境の整備に関する調査 
 2 ）観光客誘致のための専門的人材の受け入れ    
 3 ）地域資源の生産・加工・流通・販売の活性化 
 4 ）地震・火山等の自然環境を活かした専門的人
材の受け入れである（15）。 
 
（２）「灰干しプロジェクト」の展開と課題 
 1 ）「灰干しプロジェクト」の現状 
 上記のような人材受け入れモデル事業の成果を
踏まえて，平成20年度から平成21年度にかけて
「三宅島人連協」による，三宅島復興に向けた新
たなプロジェクトである「灰干しプロジェクト」
が展開されることになった（図20）。 
 「灰干しプロジェクト」とは，三宅島・笠岡諸
島・飛島の各地で採算が取れないために漁獲され
ないゴマサバ・トビウオなどの豊富な未利用魚種
を，三宅島の火山灰を利用して熟成加工し，付加
価値の高い食材として生産し，全国の商店街ネッ
トワークを通じて販売し，三宅島・笠岡諸島・飛
島各地の漁業と水産加工業の活性化を通じて地域
産業の振興を図ることを目的とした，首相官邸
「地域活性化統合本部会合」の平成20・21年度の
「地方の元気再生事業」の公募委託助成を受けた
モデル事業である（16）（図21）。 
 平成21年度の「灰干しプロジェクト」の活動計
画によれば，平成21年度は，三宅島・笠岡諸島・
飛島の 3 島だけではなく，全国各地の離島をはじ
め，高齢化と遠隔地という不利な条件にある地域
の小さな漁協や生産者と連携して，共同のノウハ
ウによる加工と共同の販売ルートを， 3 地域から
15地域程度に拡大する。 
 また，LLP（Limited Liability Partnership：有限
責任事業組合）によって，自然派生協や全国商店
街エコステーション・ネットワーク等の販売ルー
トの「灰干し」販売を本格稼働し，初年度の実験
販売実績により販売計画を策定する。そして，
「灰干し」だけではなく，同じ悩みを持つ離島が
連携して，それぞれの技術や資源を，連携し相互
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補完し共有して，加工し「再商品化」して，各島
の特産物を流通させるとともに，相互に交流して
研修を行い，新たな商品開発も共同で行う（17）。 
 このような「灰干しプロジェクト」の新たな展
開も含めて，筆者は，現地調査と参与観察を行い，
その実態と課題が以下のように明らかになった。 
 まず，2008年から「灰干しプロジェクト」によ
る三宅島・笠岡諸島北木島・飛島の三島の技術交
流が行われた結果，北木島では，2008年 9 月から
灰干しの試作を開始して，2009年 7 月 9 日に「株
式会社 島のこし」が設立され，「灰干し工場」
が2009年11月18日に完成し落成式が行われた（18）
（図22）。 
 その後，人材育成と生産体制を確立して，パッ
 
図20 灰干しプロジェクトのホームページ 
(http://www.haiboshi.jp/) 
 
 
図21 首相官邸地域活性化統合本部「地方の元気再生事業」のＷｅｂページ 
(http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/genki.html) 
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ケージ等のデザイン等の商品化を行い，出荷を開
始した。大理石づくりの灰干し工場が大きな反響
を呼び，NHKテレビで全国放送されたのをはじ
め，多数の新聞や雑誌にも取り上げられた（ 19）
（図23）。 
 その結果，工場オープンからすぐに，生産が注
文に追い付かない状態となり， 1 セット3000円で
販売し， 1 日30万円の売り上げを記録した。 
 ちなみに，灰干し工場の生産能力は，女性従業
員 4 名が 1 日当たり最大400匹を加工するので，   
 4 匹入りセットで100セットである（20）。 
 また，生産者と販売者と専門家を組合員とする
LLPとLLC（Limited Liability Company：合同会
社）を設立・登記して事務局機能を立ち上げ，同
 
図22 株式会社「島のこし」の灰干し工場の落成式の様子 
(http://blog.livedoor.jp/kaientai1/archives/51658850.html) 
 
 
図23 2009年11月19日付の『中国新聞』朝刊に掲載された「灰干し工場」落成式の記事 
(http://www.simanokosi.co.jp/20091119cyugoku.html) 
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時に灰干し販売のための受発注システムを稼働さ
せた（21）。 
 また，「株式会社 島のこし」も独自に「楽天
市場」と提携してインターネットを通じて灰干し
の販売を行っている（22）。 
 それと並行して，山形県酒田市，宮城県南三陸
町，大阪市，笠岡市，鹿児島市等の商店街と神戸
市に拠点を置く「コープ自然派」生協等が連携し
て，広報及び販売実験を 8 回行い，価格体系構築
等のためのマーケティングを実施した。 
 さらに，灰干しプロジェクトは，灰干しの試作
や講習会や調査の実施を通じて，三宅島・笠岡諸
島北木島・飛島の三島から，北海道から鹿児島ま
での全国15地域へ，すなわち，北海道釧路市，宮
城県南三陸町，石川県輪島市，静岡県伊東市，笠
岡諸島白石島・真鍋島，愛媛県上島町弓削島・三
瓶町，島根県出雲市・浜田市・飯南町，福井県小
浜市，宮崎県五ヶ瀬町，鹿児島市の地域へと展開
した。 
 各地域での灰干しの試作や研修・講習では，さ
んま（北海道釧路市），ホタテ・サケ（宮城県南
三陸町），金目鯛（静岡県伊東市），鯛・きす・太
刀魚（愛媛県上島町弓削島及び笠岡諸島白石島・
真鍋島），ノドグロ（島根県浜田市），ヤマメ（島
根県飯南町）が灰干しの材料として使用された。 
 そして，笠岡諸島北木島では，灰干しの販売の
段階に至り，南三陸町，伊東市，浜田市では，試
作から販売の段階に入る状況となっている（23）。 
 また，笠岡諸島北木島では，灰干しづくり体験
を中心とした「北木島おこしツアー」を2010年 2 
月より開始し，週末に多数の人びとが参加する盛
況を見せている（24）。 
 
 2 ）「灰干しプロジェクト」の課題 
 今後の課題としては，まず，漁師や漁業協同組
合（漁協）という生産者が，自ら漁獲・加工・販
売するという方式は，非常に難しいということが
わかった。つまり，漁師や漁協は，漁獲専業であ
り，加工や新しい販路の開拓にはきわめて消極的
であることがわかった。 
 したがって，漁師や漁協は原材料調達先として
のみの関わり方に限定して，加工と販売は，地域
の別な人たちが，商店街や販売者や専門家と連携
しながら加工・販売ネットワークを作り上げ，事
業を展開していくことが有効であることがわかっ
た。 
 灰干しの試作から販売実験までの段階は，この
ネットワークを通じて事業を展開することは可能
であるが，しかし，灰干しの生産体制構築の段階
では，大型冷蔵庫・冷凍庫などの設備を含めた加
工所が必要となり，それを建設するための設備投
資を助成し，起業を支援する仕組みが必要である。 
 また，灰干しの販路の構築についても，生産者
側の立場と販売者側の立場を両方考慮した価格体
系や取引条件の設定に，加工生産者も販売者の双
方で苦慮している。この問題の解決には，一つ一
つ具体的な事例をこなしながら，情報を共有し
合って販売実績を伸ばすことが必須であろう。 
 そして，LLPやLLCについての認知度が皆無に
等しく，生産者にも販売者にも，LLPへの参加を
要請するのにかなりの時間と手間が必要であった。 
 生産者と販売者と専門家が一緒に連携して，自
ら一員として全国的なネットワークを構築・運営
していくという新しいビジネスモデル，いわゆる
「第 6 次産業」モデルでは，作って売る，仕入れ
て販売するという従来の販売ルートは違って，生
産者，卸売販売者，販売者という流通ルート全体
に関わりながら，生産者や販売者という自分の立
場もわきまえて主張する，という広い視野に立っ
た思考・行動様式が参画者に求められる。 
 しかしながら，生産者にしてみれば，販売先の
相手と一緒に考えながら価格体系を決めなければ
ならないので，利害関係が複雑で厄介だと考える
参画者と，目先の利害にとらわれず将来を見据え
た広い視野で考える参画者との間で，しばらくは，
互いにせめぎ合いながら試行錯誤が続くことが予
想される。 
 さらに，灰干しプロジェクトにおける情報通信
技術の活用については，「灰干しプロジェクト」
のWebサイトのショッピングサイトを各地域の生
産者が，地区ごとに自ら構築し，商品情報を日々
更新できるようにするために，各地でショッピン
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グサイトの構築・運営のための講習会が開催され
たが，大部分の生産者は，ショッピングサイトを
構築・運営するのに必要な水準の知識・技能がな
く，個別のショッピングサイトを運用することが
できなかった。 
 そこで，ショッピングサイトを作動させるプロ
グラムを簡略化し，各地で生産者対象の講習会を
再度行い，懇切丁寧な個別技術指導・支援体制づ
くりが不可欠である（25）。 
 
４．安全・安全社会構築へ向けての課題 
（１）佐用町における「災害に強い地域づくり」
への取り組み 
 1 ）佐用町における地域 SNS を活用した「災害に
強いまちづくり」へ向けての課題 
 和崎氏によれば，今回の佐用町の水害において，
地域SNSを通じた被災地支援活動の展開が可能に
なったのは，様々な犠牲を払いながらも積極的に
被災地からの情報発信に努める住民と，連携関係
にある全国各地の地域SNSサイトに参加するユー
ザーの間の日常的な信頼のつながりが存在してい
たからである（26）。 
 しかし，今回の水害において，地域SNSがその
機能を十分に発揮できたとは言い難い状況であっ
たと，和崎氏は指摘している。 
 つまり，災害対応においては，民間レベルの人
的ネットワークによる支援活動（共助）と行政の
組織的な救援・復興活動（公助）とが適切に連携
する必要がある。この関係を災害発生時に円滑に
実現するためには，行政情報の発信と地域住民の
緩やかな連携が日常的に行われることが求められ
るが，佐用町では，それが必ずしもうまく行われ
ていなかったのである。 
 地域SNS「さよっち」では，行政の地域情報化
施策としての「地域住民による番組制作とコンテ
ンツ配信」については大きな成果を収めていたが，
行政組織としての活用や行政職員の利用はあまり
進んではいなかった。そして，災害発生後は，佐
用町の職員が，他市町からの応援の職員と一緒に，
各地域の復興支援拠点の中核となって活躍したが，
目前の課題に忙殺されてしまい，それぞれの拠点
からの情報を的確に発信することがほとんどでき
なかった。 
 したがって，地域 SNS の行政による活用がよ
り積極的に行われていれば，職員自身の人的ネッ
トワークが広がり，復興拠点内の情報が，職員と
つながりのある住民やボランティアとの協働作業
で発信できただけでなく，拠点に貼り付いた職員
が時間的な余裕のできた時に，その時間を使って
現場に流入する情報を総合的に分析することに
よって，より的確かつ適時な支援活動が展開でき
たのではないだろうかと，和崎氏は指摘し，佐用
町の水害をきっかけとして，全国各地の自治体が
防災・減災の取り組みとして，行政として地域
SNSの日常的利用を前向きに検討し，地域住民と
ともに積極的な運営を推進することを提言して
いる（27）。 
 ところで，佐用町では，この水害を契機にして，
「台風第 9 号災害への町の対応を検証し，その結
果を町の『地域防災計画（風水害等応急対策計
画）』に反映させるなど，今後の防災対策の充実
強化を目的として」，「佐用町台風第 9 号災害検証
委員会」（図24）が設置された（28）。 
 それとあわせて，「災害からの一日も早い復興
を目指すとともに，災害に強く地域の方々が安心
して暮らせるまちを創造するため」に「佐用町災
害復興計画」を策定することを目的とした「佐用
町復興計画検討委員会」（図25）が設置された（29）。 
 そして，『台風第 9 号災害検証報告書』では，
「提言50」として「住民などに迅速・確実に情報
を伝達できるよう，既存の情報伝達機器をより有
効に活用する必要がある」，「提言51」として「新
たな情報伝達手段の導入について検討する必要が
ある」と示されている（30）。 
 また，『佐用町災害復興計画』では，「多様な情
報伝達手段の確立」するための事業として「ホー
ムページ，地域SNSによる防災情報発信機能の強
化」が明示されている（31）。 
 このように，佐用町では，災害発生時の住民へ
の情報伝達手段の一つとして地域SNSが位置づけ
られているが，単なる情報伝達手段でなく，「災 
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害に強く地域の方々が安心して暮らせるまちづく
り」，つまり，「安全・安心な地域社会」の構築の
ためには，地域SNSを活用することが必要である。 
 すなわち，地域SNSによる日常的な情報交換・
共有を通じて，行政と地域内外の人びとが緩やか
に連携し，人びとや組織・団体間の信頼関係やそ
れを通じて得られる資源（ヒト・モノ・カネ・情
報・便宜・場所等）である「社会関係資本」が豊
かで均等に配分され，構造的な歪みや亀裂が生じ
にくい地域社会を作り上げ，災害発生時には，地
 
 
図24 「佐用町台風第９号災害検証委員会」のＷｅｂページ 
(http://www.town.sayo.lg.jp/kakuka/saigaifukkotaisaku/kensyouiinkai/kensyouiinnkai.html#5) 
 
 
図25 「佐用町復興計画検討委員会」のＷｅｂページ 
(http://www.town.sayo.lg.jp/kakuka/saigaifukkotaisaku/saigaifukkou_keikakusakutei/kentouiinnkai/kentouiinkai.
html#5) 
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域社会の共助による災害対応・復旧・復興が迅速
かつ効果的に行われ，地域社会の修復を容易にす
ることが期待されるのである。 
 この「安全・安心な社会」の構築という課題を
達成するためには，いかなる取り組みが必要とな
るのかについて，次節で考察してみたい。 
 
 2 ）「新しい公共」に基づく安全・安心社会構築
へ向けて 
 佐用町の『広報さよう』2010年 6 月号の特集記
事「災害に強いまちをつくる」（図26）の「佐用
町災害検証委員会」委員長の室崎益輝氏の発言に
よれば，「単に（災害の）再発を防止するだけで
はなく，地域社会が抱える問題を同時に解決して
いくことは，復興計画の課題でもあり，災害検証
委員会の目標」である。「最終的には産業や過疎
の問題を解決しなければ，良い町」にならず，
「災害をバネに，商店街がにぎやかになり，交流
が活発になり，若者が集まる。そんな願いを復興
計画に込め」たということである（32）。 
 また，災害発生時には，「地域社会の助け合い
の『共助』が重要で，大規模な災害ほど，コミュ
ニティの果たす役割は大きく」なる。「お互いに
声を掛け合って逃げる，高齢者を若者が背負うの
も『共助』」である。「コミュニティの力は，『公
助』と『自助』の限界を補うもの」であると，室
崎氏は，地域社会における「共助」の重要性につ
いて協調している（33）。 
 そして，室崎氏は，「佐用町のしっかりとした
コミュニティが，今回の水害でも良い役割を果た
し」た事例があることを指摘し，「例えば消防団
が各地で活発に活動し，安否確認や高齢者の避難
誘導に協力し」た。「自治会同士が声を掛け合い，
避難しているケースも」あった。大きな被害は出
たが，「コミュニティが弱ければもっと大きな被
害が発生した」と思う。「ただ，今のままでは不
十分」であると，佐用町の地域社会の現状と課題
について指摘している。 
 また，「災害のときだけ集落相互がつながるの
ではなく，日ごろから集落同士がつながる取り組
みが必要」で，「商店街と集落の連携を図ること
も大切」であり，「ときには周辺集落全員が集ま
り，佐用や久崎の商店街でイベントをやることも
必要」かもしれない。「そんな日ごろの生活のつ
ながりを，様々な形で作っていくことが必要」で
あり，地域社会の外との間の「助け合いのシステ
 
 
図26 『広報さよう』2010年 6 月号の特集記事「災害に強いまちをつくる」の紙面 
(http://www.town.sayo.lg.jp/chousei/kouhou/sayo201006.pdf) 
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ムも必要」である。 
 例えば，今回の水害では「多くの若者がボラン
ティアで佐用町に来」たが，「災害時だけではな
く，日常的なシステムに組み込まないといけ」な
い。「応援に来てくれた若者に，何度も佐用町に
来てもらって交流をすることがすごく大切」であ
り，「その中で若者と地域社会のつながりが生ま
れ，都会の若者が佐用町に移住することもあり
え」ると，日頃からの地域社会内外の人や組織・
団体の間のつながりをつくりあげていくことが，
災害時の備えにつながることを示唆している。 
 さらに，「復興計画の基本方針も『絆からはじ
まるふるさとの復興』」としているが，「町内の
人々のつながり，災害時のボランティアとのつな
がりがあって，その絆が大切だということ。そし
て『きらめくために･･･』」という言葉が続くが，
それは，「豊かな自然・文化を生かそうというこ
と」である。「そんな『絆』と『きらめき』を生
かすことが，災害を経験した町の，決意と展望」
であると結んでいる（34）。 
 このように，佐用町は，水害の被災経験を教訓
にして，「災害に強いまちづくり」を提言してい
るが，それが成功するためには，自助・公助・共
助が相互に補完し合う取り組みが行われる必要が
ある。 
 ところで，内閣府の「新しい公共」円卓会議
（図27）の「『新しい公共』宣言」によれば，その
ような取り組みが行われる場が，まさに，「新し
い公共」，すなわち，「『支え合いと活気のある社
会』を作るための当事者たちの『協働の場」であ
り，そこでは，「『国民，市民団体や地域組織』，
『企業やその他の事業体』，『政府』等が，一定の
ルールとそれぞれの役割をもって当事者として参
加し，協働する」のである（35）。 
 ここで，協働の場としての「新しい公共」にお
いて当事者が協働するべく従うべき「一定のルー
ル」を「新しい公共性」と呼ぶことができるであ
ろう。 
 なお，「公共性とは何か」については，近年，
哲学，倫理学，法学，経済学，社会学等の諸学問
の観点から，豊富な先行研究をもとに公共性につ
いて詳細に考察され，多くの優れた知見が提示さ
れている『公共哲学』シリーズ（東京大学出版
会）の中の『公共哲学 7  中間集団が開く公共
性』（2002年）によれば，今日の社会で求められ
る「新しい公共性」とは，「公と私をつなぎ（公
私共媒）」，「私を活かし公を開く（活私開公）」相
互媒介の原理である（36）。 
 そして，インターネット等のデジタル・メディ
アは，時空を超えて人や組織・団体を相互に結び
 
 
図27 内閣府の「新しい公共」円卓会議 
(http://www5.cao.go.jp/entaku/index.html) 
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つける媒介機能をもつため，それを活用すること
によって国民，市民団体や地域組織，企業やその
他の事業体，政府等が，「新しい公共性」，すなわ
ち，「社会的主体の自律を前提とした相互媒介・
協働の原理」にしたがって，それぞれの役割を
もって当事者として参加し，協働することを促進
することが期待される。 
 そこで，「新しい公共性」に基づいてインター
ネット等のデジタル・メディアを活用することで，
地域社会の人や組織・団体の間のネットワークを
活性化させて，協働の場としての「新しい公共」
をつくりだし，「災害につよい地域づくり」を実
践する方策を示すことが必要となるであろう。 
 その際の手掛かりとなるのが，全国各地で展開
されている「地域SNS」の取り組みについて，社
会的ネットワーク論と社会関係資本論の観点から
考察した和崎氏の論考である。 
 和崎氏によれば，「地域ネットワークを活性さ
せるには」，地域に暮らすキーパーソンを発掘し
つなぎ合わせることで，「孤立したネットワーク
を橋渡しして，互いの活動に効果的な連携関係を
成立させていくこと（連携化）が必要とされる」（37）。 
 ここで，キーパーソンとなるのが，人脈の結節
点の役割を果たす「ハブ」，人的ネットワークど
うしを接続するのが得意な「コネクター」，そし
て，情報の伝達役として人材や資源の橋渡しをす
る「ブリッジ」である。 
 そして，これらのキーパーソンの動きを活発化
させ，地域の人的ネットワークを活性化させるの
を促進することを可能にする手段が，地域SNSで
ある。 
 しかし，地域SNSを導入して，地域の人的ネッ
トワークが活性化するためには，ネットワークの
構造的変化を促す仕掛けが，必要となる。 
 そこで，「ソーシャル・キャピタル化（協働
化）」が必要となる（図28）。すなわち，「地域へ
の愛着をもつ人たちをベースとして，一般的信頼
（不特定多数の人への信頼）と一般的互酬性（不
特定多数の人のために善いことをすると，まわり
まわって，いつか自分にも誰かが善いことをして
くれるようになること）が相互補完的に働く場を
（地域）ネット（ワーク）上に構築し，公共心を
醸成しながら『公』や『私』に代わる『共』の原
理によって成立する継続的・長期的な協働関係で
ある協働を促す。コネクターやハブやブリッジ
（の役割を果たす人びと）が地域ネットワークの
成長要素に加わることにより，地域内の連携や協
働が自発・自律的に促進され，人的関係の向上が
新たな連携や協働を生み出すという好循環が起こ
る」ということである（（  ）内は，筆者によ
る補足）（38）。 
 しかし，「小さな範囲でのソーシャル・キャピ
タル化（協働化）は，地域な様々な資源の『蛸壷
化』を引き起こしやすい」。 
 そこで，「このジレンマを解決するのが『プ
ラットフォーム化（共働化）』である（図29）。
 
 
図28 地域ＳＮＳによる地域ネットワークの構造的変化の誘発モデル(1) 
（和崎 2010:237） 
①ネットワーク前の状態  ②地域ネットワークの状態      ③連携化 
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つまり，「複数の小さなネットワークが，分散と
協調の関係を維持しながらゆるやかにブリッジン
グすることで，より大きなスケールメリットを創
出したり，大きなネットワークを部分的にわける
ことによって，より機能性の高いアクションが可
能になる。外部のネットワークとの意図しない相
互利益が生じる『外部性』をもち，ネットワーク
内部では，外部連携と同じようなデザインの『自
己組織化』を誘発して行く。これがソーシャル・
キャピタルの『総有化』をもたらし，協働の創発
を促していく」（39）（表 1 ）。 
 そして，地域SNSの活用は，地域ネットワーク
のソーシャル・キャピタル化（協働化）からプ
ラットフォーム化（共働化）を促進する上で効果
を発揮するのである（40）。 
 和崎氏が，このような知見を得るに至ったのは，
以下のような研究過程を経てである。 
 まず，全国各地の58サイトの地域SNSについて
の参与観察と分析により，多くのサイトが「踊り
場」という閉塞状況を経験していることをとらえ，
その解決方法として（ 1 ）信頼と互酬性の規範の
相互強化的関係の醸成，（ 2 ）地域ネットワーク
との複合的・融合的関係の構築があることを明ら
かにした（41）。 
 それと並行して，和崎氏は，地域SNSが地域社
会に果たすべき役割に関する検証を行い，「ほど
よい閉鎖性を持つネットワークの構築」，「ネット
ワーク間のゆるやかな連携の実現」，「リアル社会
との相互補完，相互強化関係の促進」，「信頼醸成
のための人的関係性の活用」，「インフォーマルな
協働型ネットワークによる運用」など，地域SNS
と地域ネットワークの連関に関する主要な考え方
を示した。 
 そして，このような知見を活かして，地域SNS
の技術基盤である「OpenSNP」の設計・運用には，
以下のような発想や技術が組み込まれた（42）。 
 
 
図29 地域ＳＮＳによる地域ネットワークの構造的変化の誘発モデル(2) 
（和崎 2010:238） 
 
 
表１ 地域ネットワークの活性段階とＩＣＴの関わり 
（和崎 2010:239） 
活性段階 ＩＣＴの関わり 効果の状態 実現させる状態 
インセンティブの 
所在 
連携化 ＩＣＴの導入 潜在化 関係の可視化・常時接続感 私有 
協働化 ＩＣＴの運用 蛸壺化 信頼・規範・愛着・公共心の醸成 共有 
共働化 ＩＣＴの活用 創発化 外部化・自己組織化・共働の創発 総有 
④協働化               ⑤共働化 
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・閉鎖性―完全招待制，実名登録制，後見制，ス
テルスコミュニティ 
・自発性―トモダチ紹介，全体新着閲覧 
・柔軟性―イベントカレンダー，コミュニティ
マップ，ファイル添付，動画ブログ 
・越境性―地域SNS間連携，コミュニティリンク，
コンテンツ公開制御 
・プロジェクト性―コミュニティ管理連携，実名
コミュニティ 
・その他―地デジTV連携，カーナビ連携，SNS
モール，地域通貨ポイント，インターネット
TV，のれんわけシステム など（43） 
 
 和崎氏は，事例調査を通じて，このような
OpenSNPを利用する各地の地域SNSサイトにおい
て，ソーシャル・キャピタル環境が現出し多様な
協働が創発していることを明らかにした。 
 そして，ほどよい閉鎖性を保つことと信頼と互
酬性の規範が相互補完的に作用する環境を醸成す
ることが，持続可能で質の高いネットワークの生
成及び成長を促す要素であることを明らかにした。 
 さらに，和崎氏は，「ほどよく閉じたネット
ワーク」構築のための実践及び「信頼と互酬性の
規範」に関する運用に関して，約3年間にわたる
OpenSNPを利用した20地域の社会実験による調
査・分析・検証を行った（44）。 
 その結果，OpenSNPを利用することによって，
利用者相互の信頼関係と接触頻度が高まっており
（信頼の向上），インターネット上のオープンな
SNSサイトの調査の比較において一般的互酬性及
び互酬性の規範意識が大幅に向上していること
（互酬性の規範の強化）が実証された（45）。 
 それらの成果から，地域社会にSNSという情報
通信基盤を導入しただけでは，社会的効果を顕在
化させることは困難であるが，地域ネットワーク
に関する熟練した経験知をシステムの設計や運用
技術に埋め込む有用性が明らかになった。 
 つまり，「地域SNSを情報プラットフォームの
コミュニケーション基盤とソーシャル・キャピタ
ル環境として機能させることによって，人的関係
性の向上や協働の創発が実現し，地域ネットワー
クの活性に寄与する」という仮説が実証されたの
である（46）。 
 要するに，和崎氏の一連の理論的・経験的研究
によって，地域SNSが，地域情報化の手法として，
潜在化していた地域の人的ネットワークを可視
化・顕在化させながら，信頼と互酬性の規範の相
互強化的な関係を醸成し，地域力を向上させるこ
とが明らかになったのである（47）。 
 以上のような和崎氏の知見を手掛かりにして，
筆者らの研究開発チームは，今後，佐用町を実証
実験フィールドとして，地域内外の協力者・協力
団体等と共に「eコミュニティ・プラットフォー
ム」を活用した「災害に強い地域づくり」に取り
組んで，「新しい公共性」に基づいた安全・安心
社会構築を目指しながら，その可能性と課題を明
らかにする予定である。 
 
付記 
 本稿は，日本学術振興会 平成22年度科学研究
費補助金基盤研究（B）「地域再生デジタル・
ネットワーキングに関する調査研究」（研究代表
者 干川剛史）の研究成果の一部である。 
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